予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：観光費　　目：観光開発費　　　
	事業名　新訪日外国人観光動態調査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　観光国際局　海外戦略推進課　欧米誘客係　電話番号：058-272-1111（内2355）
　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  4,950千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,950
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,950

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　・２０１９年にラグビー・ワールドカップ、２０２０年に東京オリンピック・パラリンピックを控え、欧米を中心に外国人観光客が増加すると予想される中、岐阜県では２０２０年に外国人延べ宿泊者１５０万人の目標達成を目指している。

・外国人観光客の流入を創出し、消費による県内産業の活性化を図るためには、ＫＰＩやＰＤＣＡの導入など、マーケティングに基づく戦略的なプロモーション活動を強化・実施する必要がある。このため、専門的手法によるマーケティング調査を実施し今後のインバウンド戦略及び施策の立案に活用する。

（２）事業内容

　オープンデータである観光庁・ＪＮＴＯによる調査（訪日外客数、宿泊統計、消費動向）やRESASによる分析のほか、ＧＰＳを利用したモバイル空間統計データやスマートフォンによるＳＮＳ投稿データなどのビッグデータの解析により、多様な旅行者の観光行動をマクロ・ミクロ的な視点の両面で把握し、分析結果を伝えるレポートを作成する。また、今後のビッグデータの活用のあり方や今後の施策の方向性を提案する。
（３）県負担・補助率の考え方

　・今回実施する調査は県内市町村にまたがる広範囲のエリアを分析するものであり、県のインバウンド戦略及び施策に活用する目的のため、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,950
	事業に関する委託経費

	合計
	4,950
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　・長期構想
　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト

（３）「海外展開・販路拡大支援プロジェクト」

（６）「観光産業の基幹産業課プロジェクト」

（２）国・他県の状況

　・愛知県、三重県、石川県、長野県においてはすでにインバウンド調査を実施済み
（３）後年度の財政負担

　・インバウンドは注目される右肩上がりの状態であり、国をあげて、通訳案内士法の改正、民泊推進、クルーズ推進等、刻一刻と変化する状況の把握、また、震災被害（ＪＲ高山線分断、関西国際空港）による観光客減少を防ぐための分析を活かした対応策の実施等が必要なため、今後も調査を行う必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、必要経費を負担する。
事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　２０２０年までに宿泊者数１５０万人とする目標を達成するため、当該マーケティング調査・分析に基づいたインバウンド戦略及び施策を立案のうえ、KPI・PDCAを踏まえ、効果的なプロモーションを実施する。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数

（観光庁宿泊旅行統計）
	 －万人
（H - ）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	98万人
（H29）
	150万人
（H32）
	65.3%


○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇


	国は、２０２０年のオリンピック・パラリンピックを見据え、訪日外国人旅行者４，０００万人の目標に向けた取組みを強化していることから、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　これまで県の海外戦略は、飛騨・美濃じまん海外戦略プロジェクトと銘打ち、観光・食・モノの三位一体でのＰＲを軸として、民間の意向を踏まえた官民連携事業として実施してきた。インバウンドの分野は世界の周辺国との旅行者の取り合いであり、マーケティングに基づく戦略を立てて施策を実施しなければ、世界の潮流から外れ、空港や港がなく、もともと不利な立地である岐阜県は負け組となってしまう。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

今回、初めてのインバウンド調査として、ＳＮＳやクレジットカード等のデータを活用するが、大陸や言語により、使用するアプリ（FACEBOOK、TWITTER、INSTAGLAM等）やモバイル決済端末等が異なるため、ターゲットに合わせて、多種多様なマーケティングを実施する必要がでてくる。


